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第４４回原子力委員会臨時会議議事録 

 

１.日  時  ２０１０年８月１８日（水）１５：００～１７：００ 

 

２.場  所  中央合同庁舎４号館 １階 １２０会議室 

 

３.出 席 者  原子力委員会 

         近藤委員長、鈴木委員長代理、秋庭委員、尾本委員 

        一橋大学大学院商学研究科 橘川教授 

        産学連携推進機構理事長・東京大学 妹尾特任教授 

        電気事業連合会原子力開発対策委員会 武藤委員長 

        内閣府 

         泉政策統括官、梶田審議官、中村参事官、吉野企画官、金子参事官補佐 

４.議  題 

 （１）第３回原子力政策大綱の見直しの必要性に関する有識者ヒアリング（一橋大学大学院

商学研究科教授 橘川武郎氏、産学連携推進機構理事長・東京大学特任教授 妹尾堅

一郎氏、電気事業連合会原子力開発対策委員会委員長 武藤栄氏） 

 （２）その他 

 

５.配付資料 

 （１－１）原子力発電の海外展開をめぐって（橘川武郎氏資料） 

 （１－２）原子力発電所（モノ）が必要なのか、豊富なクリーンエネルギー供給（サービ

ス）が必要なのか？ 

～現在の産業競争力の視点から、公共的社会基盤としての「原発ビジネス」を考

える～（妹尾堅一郎氏資料） 

 （１－３）原子力政策大綱の改訂に向けた論点について（武藤栄氏資料） 

 （１－４）原子力委員会「原子力政策大綱（平成１７年１０月策定）」の見直しの必要性に

ついてご意見を聴く会ｉｎ青森の開催について 

 （１－５）原子力委員会「原子力政策大綱（平成１７年１０月策定）」の見直しの必要性に

ついてご意見を聴く会ｉｎ東京の開催について 
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 （１－６）原子力政策大綱の見直しの必要性に関する検討スケジュール 

 

６.審議事項 

（近藤委員長）これより第４４回原子力委員会、臨時会議ですが、これを開催させていただき

ます。 

 本日の議題は、１つが、今回で第３回になりますか、原子力政策大綱の見直しの必要性に

関する有識者ヒアリング。２つが、その他ということでございます。よろしゅうございます

か。 

 

（１）第３回原子力政策大綱の見直しの必要性に関する有識者ヒアリング（一橋大学大学院

商学研究科教授 橘川武郎氏、産学連携推進機構理事長・東京大学特任教授 妹尾堅

一郎氏、電気事業連合会原子力開発対策委員会委員長 武藤栄氏） 

 

（近藤委員長）はい、それでは、早速でございますが、最初の議題。本日は有識者として、一

橋大学大学院商学研究科の橘川教授、産学連携推進機構理事長で東京大学特任教授の妹尾教

授、そして電気事業連合会原子力開発対策委員会の武藤委員長のお三方にお越しいただいて

おります。 

 本日は、お三方におかれましては、まことに暑いところ、また大変ご多用中のところを私

どものためにここにご参集をいただきましたこと、まことにありがたく、一言、お礼を申し

上げます。どうもありがとうございました。 

 初めに、本日の進め方についてご説明申し上げます。まずお三人よりそれぞれ１５分を見

当に原子力政策大綱の見直しの必要性に関してご意見をいただきます。その後、各委員と意

見交換をさせていただければと思いますが、それでよろしいでしょうか。 

 それでは、ご紹介申し上げました順でお話をいただければと思います。最初に橘川先生、

よろしくお願いいたします。 

（橘川教授）ご紹介いただいた橘川と申します。よろしくお願いいたします。 

 お手元に１枚紙の裏表の資料があるかと思います。私は３カ月前なんですけれども、５月

１１日に「成長に向けた原子力戦略」に関わって同じようにお話しする機会をいただきまし

て、そのときに三つ申し上げました。 

 一つは、２０３０年までのＣＯ２削減の中で、ゼロエミッション電源ということで、原子
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力も再生可能も非常に重要なわけですけれども、ともかくプライオリティーをつけないとい

けないのではないか。そこをはっきりさせようということで、この後データが出まして、総

合資源エネルギー調査会から２０３０年の電源構成、再生エネルギーを目いっぱいつくり上

げた上で、なおかつキロワットアワーベースで５２％が原子力で、２１％が再生可能という

数字が出ました。合わせて７割を超すわけです。もう一つは、そのためのＣＯ２の削減効果

と必要投資額というのが出ましたので、これを割り算しますと１トン当たりどれぐらいの投

資が必要かというのが出ました。それを計算しますと、再生可能エネルギーでＣＯ２を削減

するのに１トン当たり４３万円の投資が必要である。一方、原子力は３万５，０００円であ

るということで、先ほど言ったキロワットアワーベース及び今の費用対効果から考えて、明

らかに現実的には、ともかく原子力にプライオリティーをつけろということをはっきりさせ

るべきだというのが第一に必要であります。 

 それから２番目は、今日も申し上げます海外でのオフセット・クレジットの対象に原子力

をどう乗せるかということを考えるべきだということ。 

 ３番目は、国内で２０年９基利用率８５％、３０年１４基９０％を達成するためには、安

全性の問題は当然として、それ以外に社会的コストの問題が非常に大きいので、それを低減

させる一つの案として、従来立地中心に考えられていた交付金を、運転することによって交

付金を支給するという仕組みを導入して、一種国内ＣＤＭ的な考えを入れたら良いのではな

いかと、その３点を申し上げました。 

 今日はその中で、２番目の点を中心にというお話をいただいたので、海外展開の話につい

て少し意見を述べさせていただきたいと思います。 

 原子力に限らず、二国間のオフセットメカニズムという話が５月からこの３カ月の間に大

分進みました。６月１８日の閣議決定の成長戦略が決まった中、そのときに同時に新しいエ

ネルギー基本計画も決まりましたけれども、そこでこのオフセットメカニズムの話が取り上

げられます。基本的な構図は、資料に書きましたように、ＣＯＰのようなトップダウン方式

あるいは国連方式ではなくて、ボトムアップ方式で、当事者間の２カ国が国際約束をして、

日本の側からすぐれた低炭素技術及び製品を対象国に移転・普及する。それに対してその結

果として起きた途上国でのＣＯ２削減分を日本の削減目標の中に何らかの形で反映させると

いうメカニズムであります。そのときに主として例として挙げられたのが高効率石炭発電所、

原子力発電所、鉄鋼関連技術、セメント関連技術の４つで、ここに原子力が位置づけられて

いるというのが一つの進展であるわけです。 
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 ところが、その後これを具体化する形で経産省の地球環境対策室が、平成２２年度二国間

オフセットにおけるフィージビリティースタディ調査事業という募集を行いまして、採択案

件を発表したのはついこの間ですけれども、そこで１５件上がったのですが、その１５件で

どういうものが上がってきたかというと、高効率石炭火力が３件、送電ロス削減が１件、地

熱発電所が２件、製鉄所が２件、セメント工場が１件、エコドライブが１件、エコハウスが

１件、工場のエネルギー最適化が２件、そして森林関係が２件ということで、これで１５件

なわけですけれども、先ほど言いました例示された４つの主要な項目のうち、原子力以外に

ついては全部登場した。しかし原子力は上がっていないという現実があるわけです。そこが

問題点なのではないかと。なかなか原子力を二国間オフセットに乗せるというのは実はそう

簡単にはいかないという問題が、既にこの動き出した二国間クレジットの第一局面の中から

も読み取れるのではないかというのが、ここで考えなければいけない問題だと思います。 

 裏のページへ行きますけれども、それではどういう問題があるのかということを考えたい

わけです。そもそも、同じここに上がった石炭以下の一連の鉄鋼、セメントと比べますと、

原子力の場合には、特にＣＤＭに乗せるということに対して、マラケシュ合意ではっきりと

ノーというのが出ていて、そういう意味で非常にハードルが高いという国際的な条件がまず

あると思うんです。この条件が基本的にはまだ取り払われていないというところが一つある。

ただし、それはある意味でトップダウン方式で国連方式だから２国間なら良いではないかと

いう話にもなろうかと思うのですけれども、そこでさらにきちんと考えなければいけない問

題があると思うんです。 

 先ほどの二国間オフセットで取り上げられた他の例で言いますと、こういう話になるわけ

です。例えば石炭火力だと、日本の石炭火力のベスト・プラクティス、これは多分磯子２号

機あたりを想定していると思いますが、これをアメリカと中国とインドに横展開することに

よって１３．４億トンＣＯ２を減らすことができる。これは日本の９０年の排出量を上回る

量ということになるわけです。実質的には、燃やす石炭が歴青炭から褐炭までありますので

ここまでは減らないと思いますが、それでも相当効果はありそうだというのが分かります。

鉄鋼に関して言うと、これは世界レベルですけれども、鉄鋼の業界団体の計算によると、日

本のベスト・プラクティスを横展開すると３．４億トン減る。これは、鳩山前総理が言った

２５％というのは数値化すると３．２億トンですから、それを上回る数値がここでも達成さ

れる。それから、セメントでも横展開すると、これは世界レベルで１．８億トンＣＯ２を減

らすことができる。ということで、これらの三つのケースの構図というのは、日本の技術を
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横展開することによって海外で減らせますよという非常に分かりやすい議論なんですが、原

子力はその二国間オフセットの説明資料を見ましても、どのように書いてあるかというと、

１基年間ベースでつくると、大体６００万トンぐらい、世界の平均の電源構成と比べて原子

力に代えた場合、ＣＯ２を減らすことができますと。これ自体は間違っていないかと思うん

ですが、必ずしも日本製のものである必要はないわけです。韓国のものが出ていってもこの

効果は同じなわけで、そこのところが非常に問題なところがありまして、他のものと比べて、

他のものは日本のベスト・プラクティスの横展開という分かりやすい論理でいくわけですが、

それをなかなかつくりにくいというところに一つ考えなければいけない問題があるのではな

いかと思っております。 

 それから、電事連の方がいらっしゃいますので、ちょっと言いにくい面もあるんですが、

もう一つの問題としてインセンティブの問題があります。特にＵＡＥで日本が韓国に負けた

ときに問題になりましたが、コリアンパワーなどだと６０年にわたってコミットする。とて

もではないけれども、日本の電力会社はそのリスクはとれないという話になったときに、あ

る程度リスクをとったとしても、電力会社にとってのメリットが生じるような仕組みがない

と、インセンティブがわかないのではないか。５月に来たときに申し上げましたけれども、

日本のエネルギー業界には“ｔｈｅ ｌａｒｇｅｒ， ｔｈｅ ｍｏｒｅ ｄｏｍｅｓｔｉ

ｃ”という問題があって、大きい順にいくと、電力、ガス、石油下流、石油上流という順番

なんだけれども、国際化している度合いでいくと今の逆順であるといったことがあって、な

かなか海外に出にくい体質がある上に、危機感という点でいくと、低炭素社会の場合に電力

業界にはゼロエミッション電源といういわば切り札がある。焚く燃料を変えることによって、

再生と原子力を使うことによって対応できる。電化率も上がっている。ガス業界はしょせん

天然ガスしか使えないし、石油業界はしょせん石油しか使ない。たまたま今、日本のガス業

界は、重油を焚いていた工場にパイプラインを通してガス転換をやることによって、ここ１

０年のガスはものすごく伸びています。ただし、家庭用は電力に負けているので工業用でガ

スが伸びていくという仕組みなので、ここに書いてある不等号の順に危機感は強いと思うん

です。あまり危機感がないところに何らかのインセンティブの仕組みをつくらないと、日本

の電力会社が海外に出ていかないのではないか。この問題がもう一つあるのではないかと思

っております。 

 この三つをどうやって突破していくのかという話なんですけれども、これが変わっていく

ためには、二つのシナリオが考えられると思うんです。一つは、いわば規制が先に動いて、
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今は大分日本の役所はそういう方向に触れているのではないかと思うんですけれども、例え

ば一種のキャップ・アンド・トレードみたいな問題、環境税とか排出権とかということが入

ってきている。その国内キャップを、例えば海外に出かけていって原子力でＣＯ２を減らし

たら国内の環境税の負担が軽くなるとか、排出権が少なくなるとかという形でやれば、一種

のインセンティブがわく。ただし、これはどちらかというと誘導的規制で、上からの道みた

いな形であります。もう一つは、そこまで見込んで全体的なところを大局的に判断して、電

力業界があえて誘導的規制が来る前に自分たちで出ていくという道があり得るのではないか。

東電などが南テキサスなどで始めているというのは、これの初の本格的なケースだと思いま

すけれども、そういうことが言えるのではないかということで、この二つの道のせめぎ合い

になるのではないかといったことを感じています。 

 それからもう一つ、原子力に関して言いにくいというところは、他の選択肢との組み合わ

せということが重要になってくるのではないか。原子力をつくる途上国というのはいずれも

それ以上のペースで石炭火力をどんどんつくろうとしていますので、その石炭火力のプロジ

ェクトと原子力のプロジェクト、一部系統運用の送電ロスの問題などもくっつけられるかも

しれませんけれども、これをセットで売り込むということが、日本から出ていくという意味

では重要なのではないか。 

 それから、ＩＡＥＡに行って現地の方にお聞きした意見ですけれども、もう一つは六ヶ所

村の施設です。その方の意見だと、再処理工場はどうも心もとないなということで、ちらっ

と個人的意見として言われていましたけれども、例えば濃縮でも、これをアジア大で活用す

るといったことをすれば、日本の原子力がアジアの国々に出ていくときにとっての一つの日

本の、日本にしかない切り札になるのではないか。このようなことが言えるのではないか。 

 早いかもしれませんが、以上でございます。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。 

 それでは続きまして、妹尾先生にお願いいたします。よろしくお願いします。 

（妹尾特任教授）妹尾でございます。お呼びいただいて、光栄なのが半分、戸惑いが半分であ

ります。私は全く原子力発電には、疎いというか、関係が無かったので、何で呼ばれたのか

なということなのですが、多分、産業競争力、事業競争力あるいはイノベーションの関係と

いうことでお話ししろということと解釈いたしまして、それでお話をさせていただきます。 

 手元の資料がたくさんあります。これを全部お話しするつもりはございませんけれども、

我々はビジネス、いわゆる政策というよりむしろ企業の事業をずっと見ている人間から見ま
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すと、モノが必要なんですか、サービスなんですかという基本的なマーケティング上の問い

をさせていただくというのがここです。すなわち、資料のタイトルに入れたことは、海外へ

の公共インフラビジネスを展開するという命題に対して、これはモノを売ることなんですか、

サービスを売ることなんですか、要するに新興国に対して何の価値提供をすんですか、とい

うビジネス上の基本的な疑問です。現在の産業競争力の視点から公共的社会基盤としての原

発ビジネスを考えるとどうなるかというのが、私のお話をさせていただくところだと思いま

す。 

 一番目に、公共インフラビジネスの国際競争時代に入ってきたという認識をまず共有させ

ていただきたいと思います。公共インフラビジネスがここのところ非常に取り上げられてお

ります。高速鉄道、いわゆる新幹線、原子力発電所、それから上水・下水道施設から通信ネ

ットワークまで、公共的社会基盤に関する事業案件の獲得競争が国際的に過激になってきた

という感じがあります。当然のことながら、先進国は経済の停滞に入っておりますし、新興

国は高度成長期に入っていますから、両者が交じるところは何かというと、先進国で培った

技術を新興国の次の成長の糧のために基盤的に提供するということであると思います。 

 例外があります。例外はアメリカの高速鉄道です。アメリカは先進国ですが、鉄道に関し

てはいわば発展途上ですので、ここには新幹線の売り込みということがあるわけです。 

 ちょうど時を同じくして、官民の関係の変容というのがあると思います。過去はいわゆる

護送船団的官主導の時代がありましたし、つい先日までは市場万能・規制緩和の民主導があ

ったわけです。現在は産業の特徴に応じた官民一体主導の時代と言えるのではないかと思い

ます。ただし、この場合、一体というのが一種の「つかずはなれず」の関係で、産業分野に

よってつく度合いとかタイプが違うのではないか。例えば、官から民への代替ということも

あろうかと思いますし、あるいは補完という関係もあるでしょうし、あるいは相乗的に官と

民がシナジー効果を及ぼすということもあると思います。 

 注意しなければいけないのは、我々一般産業ビジネスをやっている人間は、公共インフラ

ビジネスというのはかなり特殊だなと思います。ただし、特殊といっても同じ共通点があり

ますから、相似と相違、共通点とそれぞれの特徴を踏まえなければいけないと思っています。

気になるのは、最近、公共インフラで特に原発というのは、新聞で拝見する限りは、システ

ム輸出という言い方をされているのですが、これがいわゆる設備装置のシステムという言い

方であって、モノとサービスの両方を掛け合わせたシステムという意味にはなかなかなって

いないように感じられる点です。最近の一般産業的なビジネスモデルでいうと、かなり遅れ
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た感じが実はするんです。その点は後ほど述べたいと思います。 

 次のページをおめくりいただき、２ページ目です。３つの変化がある。これは産業構造審

議会などでも私がお話ししたことですが、１つは、ビジネスモデルが変化しています。特に

モノの提供、プラント建設をして単にそれを納めるという形から、先日来、韓国といったと

ころがこういう公共インフラビジネスをとっているときには、必ずしもプラント建設だけで

はなくて、それにメインテナンスサービスやオペレーションサービス、さらには人的な人材

育成のサービスまで全部加える。すなわち、モノとサービスの相乗的なパッケージをつくっ

ているということです。そうすると、これは従来のコンストラクター・建設関係者のイニシ

アチブではなくなる。むしろ、コントラクターイニシアチブ、すなわち契約主体が誰で、ど

うプロデュースしながらほかの関係者を集めるのか、ということが重要となります。一種の

ビジネスモデルのつくり方が違ってくるんです。 

 それから、当然ビジネスフォーメーションは今のことと関係してくるのですけれども、従

来は個別企業が売り込むセールスの時代でしたが、これからは新興国とのｗｉｎ－ｗｉｎの

関係をつくった上で、相手にも得をしてもらい、我々も稼がせてもらうという形でないとい

けないので、一種のコラボレーションのスタイルになります。 

 そのときに、産業構造審議会でも私は何回か強調させていただいたのですが、オールジャ

パンという言い方が非常に気になります。オールジャパンというと、何か日本軍が攻め込む

みたいな感じがあるんです。確かにジャパンイニシアチブであることは我々としては願うと

ころです。しかし、現地の新興国の企業あるいは人材が育成され、その上で我々もきちんと

稼がせていただくという、この関係を築かないといけません。少なくとも一般産業の分野で

は、あくまで日本が徹底的に輸出するというスタイルがもう通用しなくなって、ほとんどが、

私は国際斜傾分業と呼んでいますけれども、インテルにしても、アップルにしても、ＩＢＭ

にしても、今、勝ち組と呼ばれている企業は全部、新興国とｗｉｎ－ｗｉｎの関係をいかに

うまくつくるかというビジネスモデルで進んでいます。日本だけが工場として使うといった

形で、いわばｗｉｎ－ｗｉｎ関係をつくり損ねてビジネスで破綻しているという例が多いの

で、この辺が気になるところであります。 

 それから、３番のビジネスインフラストラクチャーというのは、人財というインフラの長

期形成が必要ということです。これは海外でネットワークをつくりましょうとか、あるいは

日本人が海外へどんどん進出しましょうという考えだけではなくて、海外人財をいかに日本

の「与力」にしていくか、少し古風な言い方で恐縮ですけれども、いわば「与力」にしてい
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くかというのが問われていると思います。 

 それから、新興国に提供すべき技術は何かというと、モノづくり、サービスではなくて、

まずこういう高度なもの、例えば原発とか、あるいは新幹線とか、まず運営技術で入らない

と、実はすべて技術をとられたままで、その場限りで終わる、数年で終わるというスタイル

が多く入ってきています。ですから、そこのところにおいては、権利化のいわゆる知財権の

マネジメント、あるいは標準化のマネジメント、あるいは契約上のマネジメントとかが極め

て重要な位置を占めるようになると思います。 

 さて３ページ。実は、産業競争力の動向は、現在日本が大変な状況に入っています。この

理由は、ある意味では非常に明確で、競争力モデルがここ２０年で様変わりしたということ

が一番大きい。それについてほとんどの産業人が気がついていないということが最も大きな

危機だと思っています。 

 競争力モデルは変容して、イノベーション競争の時代に入っています。この宣言は、２０

０４年に皆さんご存じの『パルミザーノ・レポート』がアメリカ競争力会議で出たわけであ

ります。それがいわばのろしだったわけです。あるいは一種の勝利宣言であったかもしれま

せん。それに至るのに、ちょっと俯瞰してみますと、第１期というのはエジソンの時代。第

２期というのは第一次大戦から第二次世界大戦後、５０年代から６０年代の、いわば大企業

が頑張れば世界は変わるという中央研究所の時代と呼ばれているところです。第３期、それ

を覆したのが、実は６０年代後半から７０年代、８０年代にかけての日本であります。世界

的には大規模とは言えない中規模、でも日本では大企業と呼ばれている多数の企業が切磋琢

磨して徹底的に商品力を磨く。その結果、根性ある営業マンが世界中に売り込むという輸出

モデルです。これで日本は成功したわけですが、これが８０年代のバブル崩壊とともに、９

０年代以降に全部ひっくり返されました。 

 これは、８０年代の『ヤング・リポート』以降、アメリカが競争力において３つの手を打

ったことが理由です。第１は何かというと、いわゆるプロパテント政策を打ちました。第２

は何かというと、日本でいうＭＯＴ、技術経営で、徹底的な製造業の研究に入った。第３は

何かというと、独禁法の改正です。この３点を合わせますと、いわゆる大学発ベンチャーを

初めとするベンチャー生態系が築かれて、その結果、現在２０１０年において、特にＩＣＴ

関係の勝ち組企業のほとんどがそれ以降に生まれたベンチャーで占められるということにな

ります。一番新しいのは、皆さんご存じのとおり、Ｇｏｏｇｌｅです。たった７年間でトヨ

タの時価総額を抜いてみせた。こういったものが次々に出てくること、これが第４期、特に
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２０００年以降はこれです。新規ビジネスモデルと脱・抱え込み主義の国際斜傾分業による

この形であります。プロダクトイノベーションを全面的に出します。 

 ２番目に、これはこういう原発などにも言えると思うんですけれども、実は技術があれば

勝てるのだという時代はもう過ぎたんです。技術だけでは勝てない時代に入っています。す

なわち、技術だけではなくて、どうやってその技術を国際標準的に活かして市場形成をする

か、これが極めて重要になってきています。コンバージョン、ディフュージョンという言い

方を我々はしますけれども、それが極めて重要です。なおかつ、既存モデルを磨き上げるス

タイルは今はほとんど通用しなくなっています。したがって、同じ製品でもすべてモデルを

変えるということが競争力の要になってまいります。例えば、皆さん御存じのとおり、ＣＤ

からｉＰｏｄに変わりｉＰａｄに変わりというように、モデルの変化が価値形成を全部変え

てくるということです。恐らく原子力発電においてもそういうのが行われるのではないかと

思います。そうすると、従来の日本のモノづくりモデルはほぼ陳腐化してくるでしょう。し

たがって、８０年代の呪縛をとらないと、売り込みはほとんど成功しないという状況に入っ

てしまいます。 

 ５番目に、ビジネスモデル自体のイノベーションが進展していると書きました。これは、

私が今お話しする時間がないんですが、インサイドモデル、アウトサイドモデル、エレベー

ターモデル等々と多様にあります。これらの画期的なビジネスモデルが技術と連動しながら

展開されていますが、その裏側にありますのは、知財マネジメントと標準マネジメントです。

それらが新しい色々なビジネスモデルを可能にして、そのビジネスモデルが動いているのが

現実です。 

 ４ページの６番目、これが製品あるいはサービスとしての原発に関係するかもしれません。

全体の動向でいけば、アナログ技術からデジタル技術に変わって、飛躍的な技術の高度化が

行われています。そうすると、日本がお家芸としています「インテグラル型：すり合わせ」

できめ細かくつくったものが全部、組み立てれば済むという形の「モジュラー型：組み合わ

せ」に変換されます。そうすると、日本は垂直分業さえできない状況へ追い込まれます。モ

ジュラー化されると、加速的普及、これはいわば原発だったら拡散と言うのでしょうか、デ

ィフュージョンになるわけです。日本が強いインテグラル製品はほとんど今壊滅状態に入っ

ております。 

 それから、これは何を意味するかというと、（従来の）フルセットの垂直統合型の、全部

ワンセット・フルセットでつくりますというのが全部分離されて、これはあそこから買って
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くる、こっちはどこそこから買ってくる、全部組み合わせれば良いでしょう、だって標準を

きちんとつくってくれれば良いのだからというビジネスの世界に入ったということです。恐

らくこれは、多分こういう重工業的なものでも起こってきます。実際、もう既に起こってい

ますね。我々はエレベーターモデルと言うんです。重工業製品をエレベーターモデルと呼び

ます。エレベーターのように、本体とメインテナンスで価値形成をするというものです。こ

れはご存じのとおり、もうエレベーターも組み立てになってきていますし、メインテナンス

は全部入札で他社が引き受けるみたいになってきました。これはジェットエンジンでも同じ

です。まさに今、原発に来ているところは、このスタイルに入ってくるということだと思い

ます。 

 さらに、モノの所有からサービスの使用へというのが、マーケットの大きな流れです。皆

さん、ＣＤをお買いになる、あるいはＤＶＤをお買いになるというよりは、むしろ光ファイ

バーでサービスを活用されるということになってきているのは、ご存じのとおりだと思いま

す。そうすると、モノの所有、すなわち発電所が欲しいんですか、それとも電力供給サービ

スが欲しいんですかという問いになります。例えば、若い学生に、全く違う例で恐縮なんで

すが、「ＣＤが欲しいんですか、音楽が聞きたいんですか」と聞きますと、学生の９割方は

「音楽が聞きたい」と答えます。ちなみに、１割方が「ＣＤが欲しい」と言うんですけれど

も、こういう連中を我々はオタクと呼びます。 

 それは何を意味するかというと、従来のスタンドアローンではなくて、全部ネットワーク

トになるということです。そうしますと、日本が強いスタンドアローン製品、これは社名を

出して恐縮なんですけれども、ソニーさんにしてもキヤノンさんにしても何にしても、日本

の強いメーカーはみんなスタンドアローンで強かったんですけれども、サービスのネットワ

ークレイヤーとつながった途端に全部欧米の勝ち組企業に負かされているというのが現実で

す。 

 さあ、そうすると、スマートグリッドとは一体何だろうか。ご存じのとおり、スマートと

いうのは情報化するということですから、私も「グリッド時代」という本を５年ほど前にア

スキーから出しましたけれども、実はグリッドということは、モノを指すのではなくて、サ

ービスに全部転換するということを指すということなんです。 

 そうしますと、最後のページ、原発ビジネスです。これは私の素人の考えなので、もちろ

ん浅いところがあるという点はお許しいただきたいんですが、一般産業を見ている人間から

どう見えるかというと、海外からどんな価値提供が望まれているんだろうかという素朴な疑
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問を持ちたいと思います。それから、それが望ましいのだろうか、例えば原子力ということ

に関しては、日本の立場上望ましいのか、この問いかけをまずする。この素朴な問いかけか

らいくと、新興国が欲しいのは原発なんですか、それとも次の経済成長に資する社会的基盤

としての電力、クリーンエナジーなんでしょうかということになります。そうすると、売る

ものが変わってくるんです。発電機器を売るんですか、トータルシステムを売るんですか、

さもなければエナジーそのものを売るんですかという問いかけになると思います。 

 これは、対比するのは高速鉄道の海外展開の状況です。車両が欲しいんですか、あるいは

新幹線が欲しいんですか、あるいはオペレーションも含めたシステムなんですか、それとも

それ以上のいわば運輸サービスが欲しいんですか。これは国々によって全部違います。これ

はブラジルでもそうですし、オーストラリアからも昨日今日伝えられています。アメリカが

そうです、ベトナムがそうです、全部高速鉄道に対するニーズが全く違います。ということ

は、原発を新興国にと言っても、それぞれによって恐らく価値提供のレイヤーが違うのでは

ないかと素朴に思います。 

 そうすると、価値提供で何が主になるのですか。安全性、経済性、運営簡易性、環境性、

いろいろあると思います。環境負荷というのもあるでしょう。そうすると、安全性は主価値

なんですか、制約条件なんですか、それを問わなければならない。こういうことで我々は事

業戦略上のモデルの創り方を変えるのですが、その辺が多分問われるだろうと思います。 

 ２番目と３番目の違いをあえてくっきり分けて、原発ビジネスが機器・設備を売り込むと

いうモデルだとすれば、これは結構大変な状況に入ってきていると思います。というのは、

各種ビジネスモデルの複合形のように我々からは見えるからです。すなわち、エレベーター

ビジネス、重工業／プラントモデルは本体とメインテナンスでできているのですが、現在、

脱エレベータービジネスモデルというのがＩＢＭを中心に盛んに動いています。ソリューシ

ョンモデル、それからオペレーションモデルというものです。 

 それから、原発はある種プリンタービジネスモデルにも見えます。これは、本体と消耗品

という関係です。これは何かというと、消耗品と言っては怒られるかもしれませんけれども、

燃料です。燃料をどうするんですか、これをリフィルするんですか。今、脱プリンターモデ

ルの一つの典型は、リフィルフリーのスタイルです。例えば、１０年間全くリフィルが要ら

ないプリンターとかです。今回ビル・ゲイツが原発について１００年間と言っているのは、

これは明らかにプリンターの脱モデルを見習っているなと我々には見えてしまいますけれど

も、そこで考えているのではないでしょうか。 
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 それから、施設・設備だけに限って言いますと、これはインテルが主導するようなスタイ

ル、基幹部品による完成品従属の「インサイドモデル」です。すなわち、そのコアさえ入っ

ていれば、あとの周りの部品は同じプラントフォーム上どこの製品を使っても良いというス

タイルです。いわばパソコンが組み立てられるときに、Ｉｎｔｅｌ Ｉｎｓｉｄｅだけは揺

るがせない、それからＯＳのウィンドウズだは揺るがせないというスタイルをつくった。そ

うすると、日本の原発がコアになるのか、あるいは韓国のものがコアになるか、あるいはど

こになるのか。どこのものがコアになり、あとは部品周りにさせられるのか。つまり「プラ

ットフォーム」の形成をどこが主導でやるかという話になります。 

 アウトサイドモデルというのは、これはｉＰｏｄのようなアップルが得意にするもので、

いわば仮想的なレイヤーで価値形成を決めておいて、あとは各種製品をポイント毎に配置し、

その製品においてはほとんど全部下請部品の購入ということでやっていくというモデルです。

そうしますと、単に技術があるだけでは勝てませんし、勝ち続けられません。日本はどのよ

うなビジネスモデルでこの原発を海外展開するのか、競争に臨もうとしているのか、それは

恐らく真剣に各種パターンをきめ細かく見ないといけないのではないかと思います。 

 ２番目の、本体を加速的普及にすること、それから原子力でよく言われる消耗品がほかの

用途に転用されないという意味での拡散防止ということを考えると、その分離を制御可能に

するビジネス構造的あるいは技術的な製品アーキテクチャーのつくり方があり、それは多分

技術オリエンテッドではなくて、別の観点からモデル形成しないといけないのではないかと、

我々、一般産業を見ている人間からは思えます。 

 長くなって恐縮ですが、もし電力供給そのもののビジネスだとすれば、モノ売りではなく

て、サービス協業で、向こうでいわば電力提供のサービス業をすべてやるというスタイルで

す。そうすると、原発の加速的普及という短期の話ではなくて、原発電力サービスビジネス

の現地との協業的展開ということで、これは中期です。それから長期は、新グリーンエネル

ギーとスマートグリッドの相乗的価値形成ということで、電力供給について日本が貢献する

という、もう少し大きな枠組みでの話になるのかなと思います。 

 以上、原発については全く素人ですが、産業イノベーション論をやっている人間からはこ

う見えるということで、もしご参考になれば幸いです。どうもありがとうございました。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。 

 それでは最後に、武藤委員長からお話を伺います。よろしくお願いします。 

（武藤委員長）電気事業連合会原子力開発対策委員会委員長の武藤でございます。本日はこう
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いった機会をおつくりいただきまして、大変ありがとうございます。私からは、現行の原子

力政策大綱策定時からの状況変化などを踏まえまして、改訂に向けた論点について、電気事

業者の立場で考え方を述べさせていただきたいと思います。 

 資料１－３をごらんいただければと思います。２ページ目、スライドの２でございますけ

れども、今申し上げましたような観点から、原子力発電の着実な活用、原子燃料サイクルの

確立、社会・国民からのより一層の理解・信頼の獲得、国際展開という点でお話をさせてい

ただければと思います。 

 １ページおめくりいただいて、スライドの３をごらんください。１つ目でございますけれ

ども、原子力発電の着実な活用でございます。言うまでもございませんけれども、今の政策

大綱が策定されたときから、安定供給の重要性あるいは温室効果ガス排出量削減のような温

暖化対策の重要性の認識が高まっているわけであります。国際的に見ましても、政策大綱を

策定したときと比べてもはるかに多くの国が原子力に興味を示しているわけでありまして、

原子力展開への期待が高まっているという状況の変化があると思っております。大きな方向

としましては、今の政策大綱にあるような基本方針に基づきまして、引き続き原子力を進め

ていくという必要があると思っております。 

 これも言うまでもありませんが、原子力は、安定供給確保、環境保全、経済性の３つのＥ

を同時に達成する切り札だということでありまして、官民挙げて我々が持っております原子

力発電所の利用率の向上に計画的に取り組む。それから、新増設・リプレースの円滑な推進、

あるいは高経年化対策の着実な実施といったことに取り組んでいく必要があると思っており

ます。 

 我々事業者といたしましては、安全を最優先に、我々の自主保安活動を一層推進いたしま

して、発電所の安全・安定運転の実現・継続を目指してまいりたいと思っております。 

 それから、今、両先生からいただきましたお話とも少し関係いたしますけれども、原子力

発電というのはハードウエアだけで成り立っているわけではないわけでありまして、その周

りの制度、特に安全を確保するということは原子力の場合は大変重要なポイントになります

ので、その規制につきましても、実効的かつ効率的な規制・制度への改善。例えば、これま

でも色々と法規制の枠組みについて変えてきていただいているわけですけれども、我々の品

質保証のプロセスを見ていただく監査型規制への改善といったことについて、これは規制の

ほうとも連携しながら、より良いものにしていく必要があると思うわけでありますけれども、

さらに、後ほど少し詳しく述べますが、国際的な展開ということを考えましても、規制全体
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の国際調和性は重要な課題だと思っております。 

 それから、４枚目でございますけれども、二つ目の原子燃料サイクルの確立についてでご

ざいます。今の大綱策定をしたときから、我が国は使用済み燃料を再処理して有用物質を回

収し再利用するということを基本政策にしてきているわけですけれども、この基本政策にか

かわる大きな状況の変化はないと考えておりまして、現行の基本方針の実現に向けまして、

国、事業者がさらに取り組んでいく必要があると思っております。具体的には、六ヶ所再処

理工場の操業、あるいはプルサーマルなど、サイクルの確立に向けて取り組んでいくという

ことになるわけでありますけれども、将来、六ヶ所再処理工場の操業終了に間に合うように、

第二再処理工場が開始されまして、この対象はＭＯＸ燃料を含む軽水炉燃料、それからＦＢ

Ｒ燃料になるということでありますけれども、こうした大きな方向については変わらないと

考えております。 

 それから、使用済み燃料の中間貯蔵施設につきましても、これを適切に設置していくこと

は、サイクル政策をより確実に進めていく上で重要だと思っております。 

 それから、ＦＢＲの開発でありますけれども、電力として２０１５年以降のステップに進

むためには、軽水炉並みの経済性が具体的に見通せる必要があると思っております。現時点

では研究段階でありますので、商業化のめどが得られるまでは、政府・国が主体的に推進し

ていくものと我々は認識いたしております。 

 こうした燃料サイクルの確立のための研究開発につきましては、これも当然でございます

けれども、予算措置をとっていくということが必要だと思います。 

 ５枚目でございますけれども、国民・社会から見たときの一層の理解・信頼の獲得という

ことについて少しお話をしたいと思います。我々は、原子力発電所の新増設あるいは高レベ

ル放射線廃棄物処分を初めとするいろいろな課題があるわけでございますけれども、こうい

ったことを一つ一つ進める上で、安全・安定運転を大前提にいたしまして、一層の社会の理

解・信頼の獲得が必要だと思っているわけでありまして、そのためにも積極的な双方向のコ

ミュニケーションあるいは情報発信を継続していくということが大切だと思っております。 

 具体的には、我々事業者、それから国を含めまして、関係者がそれぞれの取り組みを広く

社会に説明して理解を深めるということで、社会・地域との信頼関係が築かれる。安心とい

うのは信頼関係ということだと私は思っておりますけれども、また国、事業者の原子力の推

進に係る取り組みは、原子力が進むということで、これは色々なことを通じて大きな公益に

資するんだというメッセージを発信していくということも必要ではないかと思っております。
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我々といたしましても、双方向コミュニケーション活動あるいは情報発信を継続して、これ

も信頼の前提だと思っていますが、透明性をきちんと確保し、説明責任を果たしていくとい

うことが大事だと思っております。 

 それから、６枚目でありますけれども、最後に国際展開について少し述べたいと思います。

原子力部会の資料にございますけれども、２０２５年までに、冒頭申し上げましたとおり、

多くの国が原子力に興味を示しているわけでありまして、４８５ＧＷの導入が２０カ国以上

で検討されているということで、原子力ルネッサンスと言われてしばらくになりますけれど

も、そういう状況になっている。その中で我々がどのように取り組んでいくのか、よく考え

る必要があると思っております。 

 これはもちろん、我々原子力産業の活性化という観点もありますし、それから、今も両先

生からお話しいただきましたけれども、相手国のニーズに合わせて、ここは積極的に官民一

体で対応していくことが必要ではないかと思っております。 

 特に、先ほども少し申し上げましたが、新規導入国への原子力発電プラントの輸出に当た

りましては、ハードウエアをつくるということは当然あるわけですが、加えて例えば法規制

の枠組みといったことも含めて全体パッケージで輸出していくといったことが当然求められ

ると思いますので、規制体系につきましても、国際的にきちんと通用するようなものを準備

する必要があるだろうと思っております。 

 一方、原子力には様々なリスクがあるということを考えますと、特に大変長期にわたるプ

ロジェクトになるということでありまして、民間がとりにくいようなリスクあるいは不確定

要素の多いリスクに備えるということも必要なわけでありまして、こうしたことについての

バックアップの仕組みも整備していく必要があるのではないかと思っております。 

 我々ユーザーとして、４０年にわたる発電所の設計・建設・運転・保守の経験があるわけ

でございまして、これがまさにハードを裏打ちする全体のシステムとしての知見だと思うわ

けでして、こういうものと相まって発電所というのはしっかり動かすことができるというこ

とで、我々といたしましても、そういう知見を使っていただくということで、我々にとって

も事業の広がりをつくるということになりますし、世界的にも原子力安全の確保ということ

にお役に立てるのではないかと思っております。 

 最後に７ページ目になります。まとめでございますけれども、政策大綱の改訂をどのよう

に考えるかということについて、私どもの考えが書いてございますけれども、基本的な方針

につきましては、先ほど申し上げましたとおり、見直す必要はないのではないかと思ってお
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ります。ただし、最新の情勢を踏まえて、個別の内容・方法論につきまして、見直しをして

いくということが考えられるのではないかと思っております。 

 原子力の活用につきましては、例えば規制・制度といったことをより進んだものにすると

いことが課題だと思っておりますし、燃料サイクルにつきましても、例えば中間貯蔵の位置

づけ、重要性などを再度確認するということがあろうかと思います。 

 それから、一層の理解・信頼の獲得という部分についてでございますけれども、原子力の

価値というものを再度確認していただくということが大変重要ではないかと思います。 

 それから、国際展開ですけれども、先ほど申し上げましたような世界全体での原子力再評

価ルネッサンスの動きを踏まえて、どういう取り組みをしていけば良いのかということを官

民で検討する必要があるのではないかと思っております。我々は、先ほど申し上げました３

つのＥの同時達成の切り札としまして、発電所の利用率の向上あるいはサイクルの確立に取

り組んでいきたいと思いますし、国におかれましても、原子力は非常に時間がかかりますの

で、政策がぶれないということが大変重要なわけでありまして、ぶれない確固たる今の方針

のもとで、個別の取り組みについて積極的に推進していただいて、私どもへの支援をいただ

ければと思っております。 

 私からは以上でございます。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。 

 それでは、各委員から質疑をお願いします。鈴木委員からどうぞ。 

（鈴木委員長代理）それでは、橘川先生からにさせていただきたいんですが、最後の原子力発

電の海外展開で、クレジットのところで「日本発」に特定されないというところを大変興味

深く伺ったんですけれども、例えば白熱灯を蛍光灯に変えるＣＤＭなどは、どこのメーカー

でもそれは明らかにＣＯ２が減るということでクレジットをもらえるわけなんですが、それ

は別に日本の電球でなくても構わないわけですね。この辺の意味が分からなくて、要するに

火力発電所を例えば原子力発電所で置きかえればクレジットはもらえるし、原子力発電所で

も、石炭火力でも効率の良いものを建てればクレジットがもらえるのと同じように、原子力

発電所も、日本の稼働率は今あまり良くないですけれども、稼働率が良いものを建てる、あ

るいは稼働率が良いようなサービスを与えてあげればクレジットがもらえるということだと

思いますが、なぜ「日本が技術提供国でなくても良い」ということになるのか、意味が分か

らなかったので、それをお聞きしたいと思います。 

また、最後の燃料サイクルの活用のところは濃縮のお話をされましたけれども、これは温
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暖化とは関係なくて、海外展開の仕組みとして燃料サイクルビジネスを使ってはどうかとい

うご提案ですね。この点は大変大胆なご提案だと思うんですが、国際競争力とか色々と考え

たときに、どの程度現実的に考えておられるのかもお聞きしたいということで、二つお願い

できますでしょうか。 

（近藤委員長）橘川さん、とうぞ。 

（橘川教授）説明が足りなかったかもしれないんですけれども、例えば石炭の場合だと、要す

るに磯子の技術をインドネシアに持っていけば、これだけ減りますと言えるわけです。その

磯子の技術に当たるものは、原子力の場合には、別に日本に特定されない。要するにベス

ト・プラクティスが日本だとは限らないのではないか。むしろ設備利用率で考えると韓国の

方が上だということになってしまう可能性があるということが言いたいのでありまして、だ

から、それをメーカーベースで考えれば、こういう意見もあります。結局、原子力の機器は

かなり日本のメーカーでいうとシェアが大きいから、日本メーカーが出てくるのだから良い

じゃないかという説もあるんですが、私が一番やりたいことは、電力会社にコミットしても

らいたいということなんです。これは妹尾さんの意見とも関わるのですけれども、モノを売

るのだったらメーカー勝負で良いと思うんですけれども、システムを売るのだと、日本の電

力会社のベスト・プラクティスは世界で考えて何かといったら、系統運用だと思うんです。

そこの系統運用につながるような話に持っていくためには、原子力もやり、石炭もやり、最

終的には系統運用まで出ていくという姿が一番欲しいわけです。そこのところで、メーカー

で考えれば原子力でも良いのだけれども、今のままでも良いのだけれども、電力が出ていく

のだとしたら、ベスト・プラクティスを日本でという世界を選ぶのだとすると、一工夫も二

工夫も要るんではないかということが言いたい点であります。系統運用が重要だということ

で、そこだけは妹尾さんとは少し意見が違うところなんですけれども、電力は垂直分断には

いかないと思うんです。最終的に、系統運用がある限り、垂直統合に合理性というものがあ

ると思うので、電力まで垂直分断させてはいけないという考え方も背景にはあります。 

 それから、濃縮のほうは、私は技術系ではないので良く分からないんですが、先ほどあえ

て再処理でなくて濃縮と言ったのは、どうも濃縮のほうが現実性があるのではないかなと思

ったから言ったのでありまして、その程度の知識しかありません。 

（鈴木委員長代理）ありがとうございます。 

  では、次に、妹尾先生にお聞きします。非常に勉強になったんですけれども、１点だけ、

私が原子力委員会委員という立場から聞きたかったのは、２番の官民の関係の変容のところ
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なんです。ここがおもしろかったんですが、今の官民一体主導というのは「つかずはなれ

ず」を基調にしつつ、代替・補完・相乗を適宜使い分ける関係と。これはおっしゃるとおり

だと思うんですけれども、ここのところ、要は我々は最後は、先ほど武藤さんからのお話も

ありましたけれども、リスクをどこまで民間がとれて誰がカバーするか。そこのところを国

がカバーしなければいけないでしょうというところなのかなと思っているんですけれども、

ここでおっしゃる「つかずはなれず」という意味は、その他にストラテジーとして何か、ビ

ジネスとして何か特別な意味があるのかどうか、お尋ねします。 

（妹尾特任教授）特別ではありません。ここで「つかずはなれず」とあえてフニャっとした言

い方をしているのは、産業分野によって違いますよねということです。官民一体というと、

どの分野でも官民一体を同じようにガチガチにしてはいけないということです。あくまで民

の主体性に官が手を突っ込んではまずいということが基本ですが、その一方で強力に後押し

をしなければならないとか、そういう関係が分野によって違いますね。そういうことでこう

いう言い方をしただけなので、そういう意味では誤解を招いたかもしれません。 

（鈴木委員長代理）ということは、別に原子力で特別に何か考えておられるということではな

いんですね。 

（妹尾特任教授）そういうことではありません。 

（鈴木委員長代理）分かりました。 

 では最後に、武藤さんにお聞きしたいんですが、基本的に見直す必要はないというお立場

で伺っていたんですけれども、２番の燃料サイクルの確立のところで、第二再処理工場は、

今既にＭＯＸとＦＢＲと両方兼用というものでもう考えているということですか。それとも、

これは今書いてある大綱のものをそのまま書かれているという意味ですか。 

（武藤委員長）そこも議論なのかもしれませんけれども、今ある大綱はそういうことで書かれ

ていると私は理解しています。 

（鈴木委員長代理）分かりました。 

 それから、同じ２番の最後の、原子燃料サイクルで予算措置が必要というのは、今の予算

では足りないということでしょうか。 

（武藤委員長）ここでどこまでこの各論を議論するのかは良く分かりませんけれども、一般論

として、大変に新しいことを長期にわたってやるということなので、安定的に、特に２０１

５年のところまで、国が中心になって開発を進めていただけるということになっていると理

解しますので、それについてきちんと予算を手当てしていただく必要があるのではないかと
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思っております。 

（鈴木委員長代理）では、上のＦＢＲのところの説明ということですか。 

（武藤委員長）はい、そうです。 

（鈴木委員長代理）分かりました。 

（近藤委員長）今のところ、分かり合ってしまって良いんですかね。ここは結構難しいことを

おっしゃっていると私は思います。第二再処理工場はこれとこれとこれを全部カバーすると

おっしゃる。確かに色々あれば、それだけ良いことは明らかなんだけれども、しかし、優先

順位もあるでしょう、それぞれにリスクも違うでしょう。そこで、第二再処理工場と言いつ

つ、工場が一つなのか三つなのかもしれない、要はまだ決めていない。これから議論しよう

ということにしてあるのです。そこまでは問題が無いのですが、問題は、研究開発、その技

術を誰が用意するかですね。その場合に、軽水炉のウラン燃料の使用済み燃料の再処理技術

を国が用意するという話は無いでしょう。それから、高速増殖炉とその燃料サイクルの技術

は国が研究開発していますね。そうすると、残っているのは、使用済みＭＯＸ燃料の再処理

ということになりますが、これについては、今の大綱では東海でやりましょうということに

なっている。ということですから、「原子燃料サイクル確立に係る研究開発の予算措置が必

要」と書かれているところ、これトータルに国がケアするという意味で書かれているといわ

れると、それは違うよと申し上げることになります。 

  で、私としては、ここは丁寧に、これから議論していくことであって、そこではこのよう

な研究開発は民間が頑張ってください、こういったものは国がやりましょうという整理がな

されることが望ましいとおっしゃっていただくところと私は思っております。違いますかね。 

（武藤委員長）先生がおっしゃるようなことだと私も思いますけれども、第二再処理について

言えば、さっきそこは当然含まれると申し上げたのは、六ヶ所再処理工場が操業を終えるま

でに第二再処理工場を間に合うようにつくるというのが今の政策大綱で、その時点で、では

軽水炉燃料は当然にまだ再処理していない分があるわけでありまして、一方２０５０年とい

った時代を考えれば高速炉が入ってくるかもしれないというのが今の政策大綱の前提だと理

解いたしますので、その時代の再処理工場は当然に軽水炉とＦＢＲを両方再処理できなけれ

ばいけないということになるだろうという意味で当然入っていると私は申し上げたので、そ

れを具体的にどのように実現するのかという議論をこれから進めていただくということだと

理解はしています。 

 それから、軽水炉燃料の再処理について×か○かというのは、これもなかなか難しい問題
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でして、例えば、今までの技術的な範囲を超えて、例えば高燃焼度燃料のようなものが出て

きたときに、そういうものの技術開発をだれがどのようにやるのかといった課題を考えると、

ここもゼロ、１ではなくて、再処理技術というのはどこかでぶつ切りにして開発するといっ

たものではなくて、ここはプロジェクトをつくるということでそういうやり方をこれまでや

ってきたというところがあると思うんですが、日本全体として一番いい形でどう開発したら

良いんだという視点が大事なので、必ずしもどこかでスパッと線を引いて渡してしまうとい

うことはなかなか、特により先端に近づけば近づくほど難しくなっていくということではな

いかと思っております。 

（近藤委員長）私、ここはそれをスパッと割り切って書いてあると読めたものですから、一言

申し上げた次第です。 

 それでは、秋庭委員。 

（秋庭委員）３人の方のお話は、本当にもっと長時間それぞれお伺いしたいなと思っていまし

た。濃密なお話で、ありがとうございました。 

 まず橘川先生にお伺いしたいことなんですけれども、「成長に向けた原子力戦略」のとき

にもお話を伺いましたが、原子力は再生可能エネルギーに比べて１トン当たりの投資額が非

常に少ない、１０分の１以下というデータをいただきました。それなのに私としてはなぜ人

気がないのか。というか、国としては今再生可能エネルギーも原子力も両方やっていこうと

いう方針ですが、今どちらかというと再生可能エネルギーにかなり比重があると思います。

けれども、ビジネスで今再生可能エネルギーが重んじられている点について、なぜなのかと

いうことをお伺いしてもよろしいでしょうか。 

 それからもう一つ、これは妹尾先生のお話にもありましたが、原子力と石炭火力ないし系

統運用との結合がかぎだと伺いまして、モノだけではなくて、系統運用との合わせ技と伺い

ましたが、ではこれから国際展開するときに、メーカー、電力と色々あると思うんですけれ

ども、誰がコーディネートしていくべきなのか。先ほども原子力については垂直統合型であ

るべきだというお話を伺いましたが、このコーディネートを誰がやっていけば良いのかとい

うことをお伺いしてよろしいでしょうか。 

（近藤委員長）橘川さん、どうぞ。 

（橘川教授）まず、原子力は人気が無いと、そう言い切ってしまって良いかどうかというのは

問題があると思うんですが、私は、端的に言うと、それは政治の問題だと思います。どっち

が選挙で票数が集まるかという話で、これは世界的にもそういう政治が多いですけれども、
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どちらかというと、根拠を示さずグリーンと言った方が票になるというのが一番効いている

んだと思います。ただ、そう言っていては始まらないので、それで理解を高めるというだけ

言っていると議論がすれ違ってしまうので、もう少し本質的に考えると、さっき妹尾さんが

言われた価値をつくるという意味なんです。原子力がどういう価値を生み出すかということ

なんですけれども、一言で言うと、今要するに地球はＣＯ２で滅びるか、飢餓で滅びるか、

どっちかの選択肢という危機感の中で、豊かになることと地球が生きながらえていくことを

どう両立させるかというのが一番求められていることで、それをやるためには、結局のとこ

ろ、最終的にはＣＯ２が少ない形でのエネルギーをつくり出すしか答えがないわけで、そこ

はもう人類がみんな持てる価値だと思うんです。ただし、そこで、だから原子力ですと言っ

てしまうと、うそくさく感じる人がいるのかもと思いますので、僕はこのように言っていま

す。けれども、そうは言っても２１世紀前半は原子力しかないでしょう。さっきのお金の問

題から考えて、再生可能エネルギーは間に合わない。はっきり言ってしまうと、２１世紀後

半は、原子力ではなくて再生可能エネルギーの時代が来るかもしれない。そこは未知数なの

で、少なくとも２１世紀前半の、野球で言うと今非常に厳しいところで、６回ぐらいで追い

上げられて１点差ぐらいなんだけれども、まだクローザーは出てこない、そのときのセット

アッパーは誰かといったら、セットアッパーは原子力しかいないという状況だと思うんです。

そこの価値をうまく伝え切れるかどうか。本当に２１世紀前半を将来の世代につないでいく

ためには、好きか嫌いかの問題ではなくて、これしかない選択肢なんだという、それが原子

力なんだということで、極端なことを言ってしまうと、人気がなくても良いかもしれないん

ですけれども、他に無いですよということを伝える必要があるのではないかと思います。た

だ、今のような話を、今の話では長過ぎるので、３秒ぐらいで言えるキャッチフレーズが必

要なのではないかと思います。 

 それから、二つ目の点は非常に重要な問いでありまして、これは妹尾さんの話とつなげて

いただくとわかるのですが、日本の電機メーカーが外へ攻めていくときに、本当にオールジ

ャパンで攻めた方が得かという話なんですけれども、そうではなくて、垂直分断を利用して、

例えば韓国勢の中に日本の電機メーカーが潜り込むというやり方をした方が、電機メーカー

にとっては世界へ展開していく上で賢いと思うんです。むしろ僕は、今の原子力とか石炭火

力の電機メーカーは、かえってオールジャパンでいこうとして失敗しているのではないか思

うんです。だから、電機メーカーのレベルで考えたら、もうそこは国籍を外していったほう

が賢いのではないか。 
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 だけれども、にもかかわらず私は国籍が大事だと思うのは、最終的に受け入れる側の国が

どういうときにハッピーかといったら、ＣＯ２も減って豊かになるというのが一番ハッピー

なので、そうするとトータルなシステムでいくしかない。そうすると、コーディネーターに

なるのはユーティリティー・カンパニー、電力かガスかその辺がコーディネーターになるべ

きなのではないかと。単に外貨を稼ぐというためだったら行き方は違うと思いますけれども、

まさに価値を送り出すためには、ユーティリティー・カンパニーが絡むべきだと思います。 

（秋庭委員）ありがとうございました。３秒で何か良いキャッチフレーズを考えられるといい

なと思うので、「あしたを決める原子力」ではちょっと臭過ぎるなとは思いながら聞いてい

ました。 

 次に、妹尾先生にお伺いいたします。先生のご本も読ませていただきましたが、本当に先

生のおっしゃるこういう時代になっているのだなということを改めて考えさせられました。

今まさにオールジャパンという言葉が出ましたが、オールジャパンではだめで、ジャパンイ

ニシアチブでなければならないということも伺いまして、ｗｉｎ－ｗｉｎの関係が大事で、

日本でオールジャパンで日本だけがｗｉｎではだめだということなのではないかと思います。 

 それで、全然違う話で申しわけないんですけれども、先ほどの海外人材の話を伺いたいな

と思ったんですが、海外人材の日本の「与力」化を長期的に行うことという言葉がありまし

て、おもしろい言葉だなと思ったんですが、国際展開するときには、とにかく人財というこ

とが大事だと思います。先生のご本の中にも「先端人材」というんでしたか、そのようにお

っしゃっていますが、この「与力」化というのと「先端人材」と同じでしょうか。人材につ

いてお伺いしたいと思います。 

 そしてまた、今同じことを橘川先生と同じようにお伺いしたいんですが、これから先生が

おっしゃっている色々なモデルで国際展開を進めていくときに、誰がコーディネーターであ

るべきかというか、その辺について。多分また日本だけで固まっていかないで、インテルの

話なども伺っても、今のあり方で良いのかというのをつくづく感じましたので、少しそのお

話も伺ってよろしいでしょうか。 

（妹尾特任教授）ありがとうございます。「与力」化というちょっと古風な言い方をしたん

ですけれども、豊臣秀吉に仙石権兵衛がという話です。この場合、要するにジャパンイニシ

アチブで行くと言っても、どの範囲で行くかというのがあると思うんです。これは橘川先生

の話とも絡むと思います。最低限、現地で人財が育っていただかないと、メインテナンスと

かオペレーションはうまくいきません。日本の人財が全部海外へ行って、ベトナムへ行って、
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ラオスへ行ってという話ではないので、そういう運営人財がとにかく現地で育っていただか

ないといけない。それは、日本の機器とか日本のサービスのあり方を徹底的に訓練すること

が重要です。これについて、我々はユーザーエクスペリエンスというマーケティング的な言

い方をするんです。つまり、使い慣れているというのが、身体知化するということなんです。

だから、例えばｉＰｏｄに慣れてしまったら、他の機種に替えられないという、あれをユー

ザーエクスペリエンスと我々は呼びます。要するに経験価値の身体知化ということです。そ

うすると、日本の原発のサービスとか、機器の運用とか、メインテナンスとか、オペレーシ

ョンとかということを徹底的に日本で訓練して、「日本の機器だったら、僕らは全部大丈夫

だ」という人たちが現地にたくさん戻ってといったスタイルを採るのが一番だと思います。

往々にして新興国は、原発の設計ができる人などというコアのところの人財をまず欲しがる

ところがあるんですが、ここは半分半分です。もちろん、そういう人たちも長期的には必要

なんですけれども、そこは実は日本の技術の非常にコアな部分で、それよりはまず現実にオ

ペレーションをしっかりやってくれる人たちを育てなければいけないということだと私は考

えています。その意味では、分かり易い例を言うと医療機器があります。内視鏡があるけれ

ども、あれは誰が操作するんだと。手技といいますね、医者がやることを。これは、例えば

オリンパスのものに慣れている人は、他ではちょっとできない。もっと複雑な手術機器とし

ては、今ダビンチというアメリカ製のものが入って、（慣れてしまうと）それ以外ではちょ

っと難しい手術はできないということになる。これはもう機器の問題ではなくて、機器と手

技との一体化の話なんです。それは極端な例で今申し上げていますけれども、恐らくそうい

う部分がこういう高度なシステムにはあるはずなので、そういうところを一体どうするかと

いう話だと思います。 

 それから、２番目のご質問のコーディネーターは誰がやるべきということですが、私は実

はこれはコーディネーターではないと思っています。というのは、コーディネーターという

のは、基本的にコーディネーションする人で、利害調整役なんです。私は、こういう海外展

開に必要なのはプロデューサーだと思っています。プロデューサーというのは何かといった

ら、要するにこういう価値を提供しよう、それによってこういう価値を得ようということを

言って、それで色々な人たちを集めてくる人です。だから、スピルバーグがプロデュースす

る、ジョージ・ルーカスがプロデュースするというのと同じで、要するに誰を主演にするか、

誰を脚本家にするか、誰を監督にするかというプロデューサーが必要です。コーディネーシ

ョンは、みんなの間を取り持つから、結局は丸く納めるために全然とんがることができませ
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ん。これは国際競争力で負けるというスタイルです。今、日本の産業はビジネスプロデュー

サー不足で、ほとんど負けています。要するに、とんがっている連中がいないんです。ＧＥ

のウェルチみたいなのもいないし、ビル・ゲイツみたいなのもいないし、あるいはアップル

のスティーブ・ジョブズにしても、全部プロデューサースタイルなんです。というのは何か

というと、ある価値を提供するためには一体どういう人たちを組み合わせて全部の価値の創

発性をつくるのかという、これをやれる人がいないのです。今こういうもので必要なのは、

むしろコーディネーターよりプロデューサーだと。そのときに、先ほど申し上げたように、

コンストラクションをやる人たちではなくて、むしろコントラクトイニシアチブという言い

方をしているのは、それを強調したいことに他なりません。 

 ではそこでどうするかというのは、先ほどの橘川先生のお話と関連してきます。要するに

電機メーカーのレベルでいくと、そこでは海外の中にインサイドで入ってしまった方が得だ

という話なんですが、トータルシステムとしてユーティリティー・カンパニーを絡ませたい

という橘川先生がおっしゃっているのに、僕は賛成です。ただし、賛成だけれども、意味が

若干違いまして、今、日本の競争力優位性はどこのレイヤーであるかと考えるんです。そう

すると、多分機器レベルよりも、東京電力をはじめとして、全部のサービスのある一番上位

レイヤーに持っていった方が、多分競争力優位が保てるのではないかと思います。そうする

と、競争力優位のところで勝負をかけるというのが一番得策ということなんです。だから、

系統運用をと橘川先生がおっしゃることについて、僕がすごく良く分かるというか、良いな

と思うのは、それと機器の優位性が組み合わさったところで上位レイヤーを形成して、そこ

だったら多分勝てるだろうという点についてなのです。 

 ところが、垂直分離はしないだろうというところで意見が分かれました。この辺は多分具

体的な話ではなくて、感じの話になって恐縮なんですけれども、今までぼくらは垂直分離し

ないだろうとか、技術的にできないだろうと言われて、全部やられた（他の業界の）例をさ

んざん見ています。例えば今、自動車も、あれだけの技術があるから垂直分離はできないと

言われながら、ほぼ今やられかけています。ということは、こういう巨大システムがそうか

どうかは良く分からないのですが、巨大システムでも、恐らくモジュラー化しようと思えば、

理屈上はできないことはないはずです。そこに国際標準というのがひっかかってくるし、こ

れだけ世界で数多くの原発需要があるのだったら、世界の安全性を保つためにはモジュラー

標準にすべきだという議論が巻き起こりかねません。そうすると、日本の産業はかなり危な

いです。僕らは外モジュラー、内インテグラルという言い方をします。あるいは外オープン、
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内ブラックボックスという言い方をします。要するに優位性を内部に閉じ込めておいて、外

で他とくっつけるようにしておく。だから、原発の設備と施設と、それからサービス運用が

どこでモジュラー化され得るのか、あるいはさせたらいけないのか。どこを標準化しておい

てやった方が得なのか。（他の国に）標準化されるとしたら、ちょっと品の悪い言葉で恐縮

なんですけれども、つぶさなければいけないのではないか。そのせめぎ合いが恐らく今国際

競争の中で始まっているはずなんです。これを、例えば電力会社がどうご覧になっているの

か。東芝や日立などがどのようにやられているのか、我々はすごく心配しています。という

のは、今まで大丈夫だ、大丈夫だと言われてきて（他の産業が）全部やられているから、次

も危ないのではないのかという心配が正直ある。ただ、僕は技術は分かりません。でも、今

までの傾向でいくと、次は巨大システムに移ってしまうという話かなということなのです。

これは感じの話なんですけれども、そこは注意すべきだなということを思います。 

（秋庭委員）ありがとうございました。 

 では早速武藤さんにそのことを伺ってもよろしいでしょうか。今、垂直分離をしないとい

うお話がありましたが、電力会社としてどのようにお考えになっているのか、この流れでお

伺いしたいというのが一つです。 

 もう一つは、全く別なことですが、今日お話しいただいた中で、スライド３の最後のとこ

ろに「規制の国際調和性が考慮されることが望ましい」と書かれておりました。また、スラ

イド６のところにも、二つ目の四角の○の二つ目ですが「国際的にも通用する規制体系とす

る必要がある」と伺いまして、この規制のあり方としての国際調和性や、国際的にも通用す

る規制というのは、どういうことを指しているのか、あるいはどのようになって欲しいと望

んでいらっしゃって書かれているのか、そこをもう少し具体的にご説明いただいてよろしい

でしょうか。お願いいたします。 

（武藤委員長）まず一つ目のご質問ですけれども、両先生のお話とも関係するかもしれません

けれども、原子力が全体システムとしてその価値を発揮するというのは、全くご指摘のとお

りだと思うんです。ただ、一方、そういうシステムをつくるときの大変さ、特に新興国にと

って大変さ、最初のハードルの高さがどこにあるかというと、発電所をつくるということが

非常に大きいハードルになると思います。そこは物理的にプラントをつくるということもあ

りますし、それから原子力発電所をつくるということは、例えば核物質の平和利用といった

ことで、制度的な、例えば二国間協定を準備するとか、あるいは国際原子力機関の査察を受

け入れてもらうとか、全く技術と関係ないとは言いませんけれども、制度的なものと相まっ
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て可能になるので、そういったことを考えると、最後の価値を生む前のところをどうクリア

するかというところで色々と考えなければいけないことがたくさんあって、そこをどのよう

に組み合わせていくのかというところで色々な工夫が要るということではないかなと思いま

す。 

 それからあと電気事業について言えば、これは全体が有機的につながって価値を生むとい

う性格を持っていますので、橘川先生がおっしゃるように、これは垂直統合しているという

こと自体が価値を生んでいると私は思っております。ここは、先ほど色々ビジネスモデルが

変化するというお話もございましたけれども、ここはそういうものを根こそぎ覆すような技

術革新があれば、それはまた必要があるかもしれませんが、現時点で考えているような範囲

であれば、それは全体としての価値を生むような性格の事業ではないかなと私は思っていま

す。 

 ただ、その中で原子力を安全に動かしていくということを考えたときに重要なのは、一つ

は、もちろんその機器がしっかりできている、あるいは機器の信頼性が高いという言い方を

しても良いのかもしれませんけれども、そういうことに加えて、運転をしていく上でのノウ

ハウをしっかりとインプットして日々運転管理をしていくということは大変重要で、ここは

ある塊が要るんだと思うんです。フリート効果と言いますか、規模の経済というものをどの

ようにつくっていくかということがそれぞれのプロジェクトを進める、それは国ごとかもし

れませんし、グループごとに大きな課題になっていると思いますので、そこを日本全体とし

てどういう塊にしていけるかといったところが、原子力を進める上で大変重要なポイントで

はないかなと思っております。 

規制につきましては、安全を確保するということで、規制と推進というのはある意味で車

の両輪のような性格があるわけで、そのときにどこで原子力をやるにしても、必ずその規制

というのはセットで考えなければいけないものだと思います。もちろんそれぞれ国ごとに

色々な事情はあるわけでしょうけれども、原子力発電の安全を組み立てるというところから

議論を始めれば、必ず一つの良い形というのがあるはずなので、科学的、合理的に判断でき

るような仕組みになっているかとか、それが本当に実効的で効率的かどうかといったことで、

再度ここは、日本はこれまで安全にプラントを運転してきた実績があるわけなので、それを

踏まえて、どこへ持っていっても良い規制システムだと言っていただけるような形を我々自

身も目指していくということ、これは我々にとっても価値のあることですし、プラントを持

っていくときにまた評価につながる一つのポイントではないかなと思っております。 
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（秋庭委員）ありがとうございました。 

（近藤委員長）それでは、尾本委員。 

（尾本委員）まず橘川さんにお聞きしたいことですが、二国間オフセットについて二つ質問が

あります。一つは、原子力がマラケシュアコードの中で除外されているということについて、

観念的な議論がいろいろとされているところ、もし原子力が二国間オフセットの中に多数盛

り込まれているという例が多数出てくれば、事実上そういうエクスクルージョンを有名無実

のものにしていくポテンシャルを持っているということなのかどうか。あとは細かいことで

すが、原子力プラントは実に色々なコンポーネントから成り立っているわけで、そのクレジ

ットの分配、つまりいろいろな供給メーカーへの分配というのはどんな格好で行われている

のか、あるいは行われるべきなのかということをお尋ねしたいと思います。 

（橘川教授）多数で二国間でＣＤＭへのストップ措置を突破するということは、起こるとすれ

ば非常に良いことだと思います。ただ、そう簡単ではないのではないかというのが私の相場

観みたいな話でありまして、それで、それを多数にするための手段が石炭火力や鉄鋼やセメ

ントに比べると、幾つか仕掛けが必要なのではないかというところを今日はお話ししたとい

うことで、結果的に今、尾本委員が言われたようなことが起きることを目指しているという

ことであります。 

 クレジットですが、これは非常に難しいと思うので、全くの思いつきなんですけれども、

国が何か、日本の２５％の中に国全体としてカウントするみたいな仕組みにするのが一番単

純明快で、手間がかからないのではないかなといったことを考えております。 

（尾本委員）コンポーネントへの分配の仕方はどうでしょう。 

（橘川教授）コンポーネントへの分配、分担を決めてしまうと大変なので、国全体として、ベ

トナムに原子力をつくったから何％、現在２５が２２になるとか、そのような仕組みをつく

れないかなということを考えています。 

（近藤委員長）宣言方式のようなものですね。 

（橘川教授）はい、そうです。 

（尾本委員）それから、妹尾さんへの質問が二つあります。一つは、大型プラントでも水平分

業があり得るであろう、今後出てくるかもしれないということですが、実際に原子炉メーカ

ーは総合電気機械メーカーでありまして、原子炉だけではなくて、自分の会社の他の部門で

あるＩ＆Ｃを合わせて売りたいとか、資本提携のある会社の機械部品、配管とか色々なもの

を売りたいということになってきているところを、水平分業して良いものだけをピックアッ
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プしていくというモデルが大型プラントでもある程度進行中、例えばガスタービンプラント

などではそういうことが現に、モジュラー化という水平分業ということが起きつつあるので

しょうか。 

（妹尾特任教授）まず、私はこの分野の専門家ではないので、そこまでは調べていないんで

すが、今までの他の一般産業では、好むと好まざるとに関わらず、とにかくそちら側へ全部

動いているというのは確かです。ただし、分野別に、例えばエレクトロニクス・ＩＴ標準は

基本的にそちらが先行している。大体１０年ごとに製品のアーキテクチャーのモデルは全部

変わっていますから、そういうところが全部動いています。１００年ずっと同じモデルであ

った自動車でもそういうことがついに電気自動車で起こり始めたということがあって、業界

ごとにその進度はばらばらです。だけれども、流れとしては全部そちらへ行っているという

ことがあります。その背後にあるのは、デジタル技術の急速な普及とセンサーの高度化とい

うことです。そうすると、なってもおかしくないというのが基本です。例えば総合電機メー

カーである日立さんにしても東芝さんにしても三菱さんにしても、色々なところがおやりに

なっていますが、総合電機メーカーであるがゆえに他の一般産業製品はほとんど全部やられ

てしまったということがありますから、巨大システムだけは平気だという根拠が何かという

のが欲しいなというところです。 

 僕は、そうなるべきだと言っているのではなくて、そうなったら困る。でも、誰かに仕掛

けられたら、それを防ぐ手だてがあるのかといったら、基本的には無いんです。世界で何十

基もこれから増えますみたいなことを言ったら、全部がそれぞれインテグラルで、他が助け

に行っても中身が分からないということよりは、みんな透明化して、国際標準で全部モジュ

ラー化した方が良いではないかと言われてしまったら、これは国際標準に全部動きます。パ

ソコンは、僕らは今、組み立て（モジュラー型製品）の代表みたいに言っていますけれども、

１９７６年にできたときはインテグラルにつくられていたんです。全部インテグラルでつく

っていたわけです。それを誰がモジュラー化したのかと言ったら、インテルとマイクロソフ

トが全部モジュラーに分断していったわけです。ですので、モジュラーに分断するノウハウ

については、逆に日本はものすごく遅れているんです。海外の勝ち組企業は、ＧＥにしたっ

てシーメンスにしたって、もうその辺はものすごく慣れているわけです。その人たちが次に

巨大システムに目をつけないという保障は全く無い。日本の産業ロボットは全部インテグラ

ルでつくられているけれども、今、中国は新興国に対して標準を提案し始めています。そう

すると、全部これはやられ始めます。韓国だってその手はみんな知っていますから、どうや
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ってそれをやっていくかというところに来ている。日本もそれに追随しろと僕は言っている

わけではなくて、そうされたらどのように防ぐのか。逆にそれで日本が競争優位を保てるの

か。その担保はどこにあるのだろうかと、もう探らないとだめです。そういう意味での問題

提起です。 

（尾本委員）それからもう一つ質問です。新興国の原子力市場をお話しになったんですが、要

はそこで競争相手は誰で、競争相手はどんな戦略を立てるか、それを見ることが非常に重要

だと思います。実際には、これは私の主観ですけれども、先進国市場は先進国によって、後

進国市場は後進国によって供給されるようになると思います。平たく言えば、インド、中国、

韓国。韓国をこのように言うのは少しまずいんですが、ロシアがアフリカとかアジアの原子

力市場に入り込みつつある。それがもっと拡大するであろうと。このように私は思っている

わけで、そういう彼らのアドバンテージというのは第一に価格が安い。国が相当のリスクテ

ーキングをする。例えばライアビリティーの問題についてもそうだし、さらには、例えば軍

事技術とカップリングするとか、新重商主義的なことをかなり大がかりにやっているわけで

す。そういうときに、では日本のような国がそのような新興国市場に入るときのとるべき良

い手段というのはどういうところにあるかということを考えます。例えば燃料サイクルをど

のようにするか、そういうことももちろんあるんですけれども、一般論として、どの辺に追

求する価値があるのだろうかということを、少し漠然としていますが、お尋ねしたいと思い

ます。 

（妹尾特任教授）私はこの分野に慣れていないところで、ぱっとお答えできないんですが、

例えば、先日私はＮＨＫで新幹線を海外に売り込むのはどうなんだという解説をやっていま

した。そのときに申し上げたんですが、要するに新興国と言っても、今おっしゃられている

ように千差万別なんです。新興先進国もあれば、先進新興国もあれば、いわゆる発展途上国

もある。それぞれの状況が違うから、こちらが何をやりますかというと、車体を売りたいん

ですか、システムを売りたいんですか、運輸サービスまでやりたいんですかと、新幹線とい

うか、この高度高速鉄道で例えるのと同様に、例えば電力だけが欲しいというところだって

あると思うんです。そうしたら、「良いじゃないですか。１０万坪を借りましょう。そこに

我々は原発を建てて、電力供給サービスだけ全部やれば良いでしょう。それは全部日本人で

やりますよ。だけれども、現地の人も雇いましょう」みたいなスタイルの、それこそ電力供

給サービス業というのはあるはずです。たまたま我々は原発を建てられますよということに

すればよい。これはいわゆるオペレーションモデルと僕らが呼んでいるものなんです。 
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 例えば、その代表として最近は下水道ビジネスでこれが出始めているんです。今まで下水

道というのは行政がやるものだったのだけれども、例えば実名を出しますと、月島機械さん

などプラントで有名なあの会社は何をやるかというと、ＰＦＩで下水道のオペレーションを

大阪から全部受注するわけです、２５年間。それでたまたま我々は下水道プラントもつくれ

ますよというスタイルでやるんです。そうすると何が良いかというと、２５年間自分たちが

自助努力をすれば、収益は全部その分だけ上がる。それからなおかつメインテナンスについ

ての垂直分離、すなわち、入札をされずに済むというスタイルとなります。そうすると、こ

れは機器を売り込むのではなくて、オペレーションというサービスを売り込むというスタイ

ルです。そうすると、一方の端では機器だけを売り込むことがあり、他方の端ではサービス

を提供するという、色々なメニューがあり得るわけです。どこがその国に一番合っています

か、どれを出したときに我々が一番競争優位になれますかということを、この俯瞰図で国別

にきめ細かく作戦を立てるというのが今極めて重要だろうと思います。それによって多分メ

ーカーが主導でやれば良い場合もあるし、あるいは大臣がトップセールスに行かなければい

けない場合もあるし、それは全部きめ細かくやらないといけないのではないかなという感じ

がします。 

（尾本委員）それに関係して最後に武藤さんにお尋ねしたいんですが、全ての新興国ではない

んですが、一部のいわばリッチな新興国がＢＯＯモデルを期待している。しかしながら、多

くの国は、原子力を導入することによって自分の国の産業振興も図りたいし、スピンオフも

していきたい。そういうことを考えているところは、必ずしもＢＯＯは求めていない。将来

的に日本の電力も、場合によってつまり一般論としてはなかなか言いにくいと思うんですが、

ケースによっては、ＢＯＯということもお考えなのかどうかという質問です。 

（武藤委員長）一般論としてイエス・ノーで答えることはなかなか難しいと思いますけれども、

大事なことは、相手の国がどういうことを望んでいて、どのような形で原子力をやりたいと

思っているのかということをしっかり把握するということが、まずどこの国へ行くにしても

大事だと思うんです。そのときにそこが望んでいることをきちんと訴求できるかどうかとい

うことが評価につながると思うので、そのときに大変に幅がある技術ですから、動かし方に

ついても色々な可能性があると思うので、それにマッチしたものをどういう形でつくるかと

いうこと。これはオールジャパンというお話をいただきましたが、多分色々なところでオー

ルジャパンと言っている場面があるとすると、それは電力だけでもできないし、メーカーだ

けでもできないし、国だけでもできないということで、日本国内の専門性を持っている色々
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な関係者がオールジャパンで集まって、そういう向こうの国にとってメリットのある、魅力

のあるパッケージをどうつくるかということでみんなでやりましょうと、そういう前後関係

で言っていると思うので、お答えになっていないかもしれませんが、一つ一つ先方の意向を

よく確認しながら、良いパッケージをつくっていくということがとても大事ではないかと思

っております。 

（近藤委員長）私からは、まず、橘川さんに二つほど。 

 一つは、提案３「運転についても地元に助成措置を講じる」に関係してです。電源立地交

付金というお金を立地地域にお渡しするという制度は１９７０年から４０年近く運用されて

きたわけですが、いまだコンセプトというか、その意味について、その存在理由について、

地方自治体の皆さんと意見を交わしても一致しない。ある人はこれを迷惑料と呼び、ある人

は危険手当と呼び、私は一貫して、利益の衡平性の確保手段だと言ってきているわけですけ

れども、どこかでこの解釈について整理したいなといつも思っているんです。お書きになっ

ている、例えば国内ＣＤＭだとおっしゃっておられるから、これは利益の衡平性を確保する

手段というご認識なんだろうと思うんですけれども、それが素直に地方自治体の皆さんには

受け入れられていないという現実をどうしたら良いのでしょうか。それはもちろん政治学の

問題ですから、お互いに言いたいことを言い合っていれば良い、それしかないという世界も

あるなとは思いつつ、お書きいただいたので、お考えをお尋ねします。 

 それから二つ目は、オフセットメカニズムの具体化ということで、原子力について手が挙

がらなかったというのは、恐らく、私の理解では原子力については国レベルで今議論して役

者も決めようとしているからと思いますよ。もちろん、プレッシャーベッセルなりスチーム

ジェネレーターを輸出したことが、コンポーネントベースでカウントされるようなシステム

ができていれば、当然に自分はここまでやっていますよと手を挙げることになると思うんで

すけれども、そういうシステムが無い状況においてＦＳといっても、このＦＳというのも実

は良く分からないんですけれども、そういうコンポーネントレベルでも、相手国との関係に

おいて、そういうｗｉｎ－ｗｉｎシチュエーションができるということについての協定あり

とすれば、このようになるということをいうことで良ければ、手の挙げ方もあるかと思うん

です。この辺りについてどうなっているか、動きがあるところですから、おっしゃったよう

なニュアンスで残念がるということでもないのかなと思ったものですから、確認のためにお

話し申し上げました。 

（橘川教授）まず提案３ですけれども、元々この提案を思いついたのは、今、希望学で福井調
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査というのをやっていまして、福井県の方たちと話している中でこのアイデアが出てきまし

て、彼らははっきり原子力と結びつけているわけではないんですけれども、森林なども含め

て福井県がＣＯ２を減らしていると。それであれば、それに対して日本のＣＯ２を減らして

いるのだから、都市部からお金が回ってくるような仕組みを考えても良いといったことは考

えていると思うんです。 

迷惑料と考えてしまうと非常に意味が違ってきまして、それはＮｏｔ Ｉｎ Ｍｙ Ｂａｃ

ｋ Ｙａｒｄ、ＮＩＭＢＹだということになると、あることに対してお金を払うわけです。

運転されているか、されていないかということはどちらでもよくて、そこに対してお金を払

うと。そうではなくて、ＣＯ２を減らしているから、運転しているからこそお金が入ってく

るという話になると、効果が全く違って、地元や他の地域の人々が原子力を見る目もがらっ

と変わると思いますので、そこの違いは妥協なくやる必要があると思って、先程３秒でとい

う話をしたんですけれども、原子力はＮＩＭＢＹだとみんな言っているのは、原子力はＴＩ

ＮＡ、Ｔｈｅｒｅ Ｉｓ Ｎｏ Ａｌｔｅｒｎａｔｉｖｅだと、このように置きかえるとい

うことが大事で、その場だと思っています。 

 現行のお金は、２００８年に大分改善されて、運転に対してキロワットアワーベースでも

交付金がつくようになっているんですけれども、それでも立地の割合がかなり大きいのと、

もう少し本音でいくと、関連の施設あたりはもう固定資産税がなくなってくるんです。それ

が地元自治体にとって非常に大きな問題になっていたりなどしますので、運転していること

をみんながアプリシエートするという仕組みが大事なのと、それから、言われた自治体は区

別する必要があると思うんだけれども、本当の地元市町村はみんなＮＩＭＢＹだとは余り思

っていないんです。なくては困るものだと思っていますから、ＮＩＭＢＹだというのは周辺

を含めた県レベルぐらいのところなので、そのお金の配分の仕方はもう少し広域に配るとい

ったやり方で、何とかここの、迷惑料ではなくて貢献料と言いますか、そういう形でお金が

回る仕組みをつくるということが大事なのではないかなと思います。 

 それから二つ目のほうは、近藤委員長が言われるような仕組みで手が挙がらなかったなら、

私は非常にハッピーだとは言わないけれども、良いなと思うんですけれども、問題はそこで、

どうも国がやるのか民がやるのかが原子力ははっきりしないというのが非常に問題だと思う

んです。色々なところで感じることは、国は建前上、原子力推進と言っているんだけれども、

先ほど秋庭委員が言われたように、腰が入っていないんです。やろうとしているのは太陽光

であって、それは政治家だからであって、腰が入っていないために、民から言うとリスクを
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とれないから国がやるべきだと。はいはい、国はやります、だけれども実際はやりませんと

いった構図になっているところが非常にまずいのであって、私はＦＢＲで非常に心配なんで

すけれども、日本は商業炉２０５０年と言っているのだけれども、ロシア、インド、中国は

２０２０年ぐらいから商業化などと言っているわけです。それはまさに直観的に安全問題で

大丈夫なのかなということを思ったりするわけで、官と民のところにポテンヒットのゾーン

が非常にあるというのが、日本の現状を示しているのではないか。そこまで考えると、こう

いうときにも、こういう仕組みを始めるからには原子力は最低１件ぐらいは入ってくるとい

った段取りになっていないとまずいのではないかなと、そこを危惧しているんです。 

（近藤委員長）良く分かりました。 

 それから妹尾さんには、先ほどからのご質問のポイントの、いわゆる国際競争の場におい

ての原子力ビジネスに関してプロデューサーが重要とおっしゃられたんですけれども、私は、

原子力ビジネスを発電所に限っていいますと、極めて特殊な世界と思っています。何が特殊

かといいますと、世界で売られている原子炉の炉型は極めて限られているんです。ヨーロッ

パではＥＰＲだけ。Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｐｒｅｓｓｕｒｉｚｅｄ Ｒｅａｃｔｏｒを略して

ＥＰＲですが、ヨーロッパで１９８０年代の後半、チェルノブイリの後の新しい社会環境の

中で生き延びることができる軽水炉をドイツとフランスが一緒に開発しましょうということ

で、１０年をかけて開発したものなんです。これで今、フランスの原子力産業には２０万人

の従業員がいますけれども、この２０万人の従業員を抱えるフランスの原子力界はこのＥＰ

Ｒ一本でビジネスを勝っていこうとしている。それでこの間ＵＡＥで韓国に負けたから非常

にショックで、サルコジからどうするんだと言われて、対策案を列挙したレポートが出てい

る、そういう状況にあります。 

 一方、米国では、ＴＭＩで事故を起こし、その後ほとんど注文がなくなって、次の炉型を

どうするかの議論が始まり、とにかく大体事故を起こす原因は人間にあるので、人間が触ら

なくても何か起こったら自然に止まる原子炉が良いんだということで、一時は、固有安全炉

というのがすごくはやりました。私どもは工学者だから、それは原理的にあり得ない、まや

かしだということで、１９８０年代にさまざまな国際会議でいつも論争して歩いたんですけ

れども、結論として落ちついたのは、パッシブ・セーフティーという概念です。つまり何か

あったら、安全装置が働くべきところ、その回路にポンプとかモーターとか、可動部がある

のは、どうもそれがトラブルの原因になる。パイプだけだったら問題ないということで、い

わゆる自然循環とか、重力を利用したシステムで安全動作が行われる、安全機能が働くよう
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にする。何か起こったときには自然と、何も動くところなく、一種の流体制御に近いんです

けれども、安全機能が働くような原子炉を開発すべきだということで、それをアメリカのＧ

Ｅとウェスティングハウスがそれぞれ一生懸命開発しまして、ＥＳＢＷＲとＡＰ１０００が

開発されたのです。ただ、まだ、実物はできていないんです。ＡＰ１０００が今、中国でつ

くられています。２０年かけて開発して、ようやく今つくられている段階です。 

 その間日本は、１９８０年代に輸入炉を国産にしようということで、改良標準化という一

種の社会運動みたいな技術運動が起こりまして、ＡＢＷＲとＡＰＷＲという原子炉を開発し

た。このうち、ＡＢＷＲはもう既に何基か着実につくられている。ＡＰＷＲは遅れているん

ですけれども、今、敦賀でつくっている。つまり、日本は、そういう意味で二つモデルを持

っているのですが、２０年以上前の産物です。 

 それに対して、韓国は何をやったかというと、あそこは色々な国から原子炉を入れまして、

良いとこ取りをして、ＡＰＲ１４００という韓国標準炉をつくってしまったんです。これを

今売りにしている。 

 それから中国。この国も、色々と輸入して良いとこ取りをして、ＣＰＲという中国標準炉

をつくって、これを売り出そうとしているのですが、国内でもまだ、海外の原子炉の方が良

いという人と、国産が良いということで戦いをしているという状況です。 

 それからもう一つ全然違う外側にいるのは、カナダです。昔からＣＡＮＤＵという炉型を

持っていまして、これをずっと売り続けているんです。ＣＡＮＤＵというのは実におもしろ

くて、国産化率３０％を超えさせない、カナダ国内での調達率が３割を超えないようにする

という非常に変わったルールを持っている、これがため、世界中どこでもつくれる。そうい

う意味では独特です。大国である米国に国境を接して生きる知恵だといっていましたが。 

 あとはロシア。ロシアは、このところ国内と国外とフィフティー・フィフティーぐらいで

儲けていこうと考えて、元首相をやったキリエンコがロシア原子力庁長官をやって、徹底し

た国際標準への接近を図って、どのレベルでしょうか、とこにかく標準的なＰＷＲをものに

し始めたという状況です。 

 これだけしかないんです。で、それぞれがそれをどうやって売るかということでしのぎを

削っているのです。アメリカだと、いわゆるメーカーさんはコンポーネントサプライヤーに

徹し、クライアントに建設を完成させる責任を請け負うのはアーキテクトエンジニアで、電

力会社と契約して、アーキテクトエンジニアがプラントをまとめていくというビジネスモデ

ルをずっとしているんです。ですから、特に新興国相手となると、どうやって良いか分から
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ないということで苦労している。 

 こういう状況においておっしゃるプロデューサーはどこで働くのかな、どこに位置づけら

れるのかなと。アーキテクトエンジニアというのは、いわばまとめやさん、コーディネータ

ーです。プロデューサーとおっしゃった意味は、多分ある種のオリジナリティーとか、独自

性とか、とがったもので勝負していくということになるんですけれども、今そのような位置

づけにある者が働くのはどこか、そういう人が働くビジネスモデルになっているかというと、

私はなかなかそうも思えないんです。これは尾本委員の方が詳しいんですが、多分その人が

どうやってリスクをとるかということに関係しているのかもしれませんね、映画を撮るとき

は、プロデューサーが膨大なお金を集めてリスクをとっているわけですけれども、２０００

億からのリスク取りをできるプロデューサーという個体をアイデンティファイするのはなか

なか容易でないなと。ですから、橘川先生がおっしゃるように、大きな資本力のある電力、

あるいは国の後ろ盾とか、そういうメカニズムがないといかないとビジネスモデルが成立し

ない。現実に、国家資本主義的なニュアンスの強く出ているビジネスになっている、特に途

上国ビジネスにそれが出ているのは、そういう問題がそこにあるんだと私は思っているんで

す。ですから、尾本委員の言われたように、ある程度マーケットをセグメントして、我々の

慣れ親しんだビジネスモデルが成立するところと、そうでない新しいそういう少し違ったと

ころについては、違った対応をしなければならないということに最近気がついたというがむ

しろ正確な言い方なのかなと思っています。先生のお話は、その先のビジネスのことを考え

るときに、我々が２０３０年とかのビジネスのことを考えるときには先生のお話は非常に参

考にしなければならないなと思ったんですけれども、今、今日明日の戦いにはどうも少し違

うのかなと思いました。 

（妹尾特任教授）先生の感想にコメントをさせていただきます。おもしろいなと思ったのは、

最後のところにコンポーネントサプライヤーとアーキテクトエンジニアというのがあります

ね。これは、先ほど私が申し上げたインサイドモデルとアウトサイドモデルと同形に見えま

す。いわばコンポーネントサプライヤーでキーになる基盤、だからインテルだったらＭＰＵ

をつくって、しかしそれがある種のプラットフォーム、この場合はマザーボードで、それで

デフューズすると全部うまくいくというスタイルです。逆に、アーキテクトエンジニアが最

初にあると、これはアップルのアウトサイドモデルですね。ｉＰｏｄが欲しいんだ、だから

全部部品と技術を集めてくるということになります。ところが、それに上があるんです。上

があるというのはどういう意味かというと、ここまではまだ機器のハードの話をしているん
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です。先ほどの橘川先生のお話と僕が共通していると思うのは、恐らくその上にオペレーシ

ョンとかサービスレイヤーが入ってくるということなんです。ｉＰｏｄがなぜ勝ったかとい

ったら、ｉＰｏｄ単体ではなくて、ｉＴｕｎｅｓ Ｓｔｏｒｅというサービスと連携して価

値形成をするから、そこで勝ったわけです。こういう話があるのと同様で、コンポーネント

サプライヤー側が勝つか、アーキテクトエンジニア側が勝つか。しかしその上には、オペレ

ーションとサービスと人材育成との全部をやったプロデューシングを誰がやるんですかと、

この話になると思います。そうすると、今先生がおっしゃったように、２０３０年とか２０

２０年とかという話は別だけれども、国家資本主義的なところは全部国がプロデュースしよ

うとしているわけです。そうすると、これは一体どうするのか。明らかに、これはコンポー

ネントサプライヤーだけでも勝てないし、アーキテクトエンジニアだけでも勝てないし、か

といってサービスレイヤーだけのところでも勝てないし、そうすると、垂直統合的に全部を

持っているレイヤーのところを日本は競争優位で押さえましょう。だけれども、押さえるに

当たってそのプロデュース、すなわちリスクテイクとチャンスメイクどのようにしますかと

いう話になります。それをどういう官民一体の構成で行いますかということが問われるわけ

です。それを今から準備しないと、２０３０年になってからではとても間に合わない話だろ

うということかと思います。 

（近藤委員長）最後のところはそのとおりなんです。手前の問題はまさにそこだと思います。

我々は国家主義的なものを捨て去って今日まで来たのに、昔教科書で社会の時間に悪口の対

象であったビジネスモデルを今になって大事だということに少し忸怩たる思いがするところ

はありますが。 

（妹尾特任教授）ただ、国家資本主義的と言っているのも、台湾のモデルと韓国のモデルと中

国のモデルとは違いますでしょう。そうしたら、日本は国家主義的ではなくて、どうやって

民間と、先程言った相乗的な関係をつくれますかという日本型のモデルがあっても私は良い

んだろうと思うんです。それは、例えば新幹線とも違うでしょうし、下水道ビジネスとも違

うでしょうし、医療などとも違うでしょう。だから、原子力という極めて日本は独特の立場

をとっているところのモデルは、今からもう探索をした方が良いのかな、そのときには技術

論ではなくて、むしろ産業ビジネス論として話をした方が良いのかなという感じはします。 

（近藤委員長）ありがとうございました。 

 鈴木委員、何かお聞きするのを忘れたということはありませんか。 

（鈴木委員長代理）忘れたということではないですけれども、武藤さんにお聞きしたいのは、
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尾本委員が聞かれたこととつながるんですけれども、今日の橘川先生とか妹尾先生が色々な

問題提起をされたことに対して、今電力で考えられておられる国際展開との差とか、あるい

は共通項とかがもしあれば、感想でも良いんですけれどもお聞きしたい。 

 それから、元に戻ってしまって申しわけないんだけれども、大綱の改訂について、「原子

力の価値を強く発信」というところなんですけれども、橘川さんのお話にもつながると思う

んですけれども、具体的に原子力の価値を強く発信しようと思うと、例えばエネルギーセキ

ュリティーとか、温暖化ガス削減で定量的な評価を出すということだと思うんです。この点

で、例えば国内クレジットシステムをつくるとか、今度の大綱の議論の中で、これを原子力

政策と呼ぶかどうかは難しいですけれども、原子力の価値の見えるようなものについて具体

的な議論もした方が良いと考えておられるのか、その辺をお伺いします。 

（武藤委員長）一つ目のご質問ですけれども、今色々とご議論を聞かせていただいて感じます

のは、電力・電気事業というのは、原子力にみんな興味を持っているから、原子力発電所を

つくりましょうというとらえ方が出発点かもしれないけれども、それだけでは絶対成り立た

なくて、原子力発電所をつくるというのは大変時間もかかりますし、発電所をつくれば送電

線も要りますし、それからネットワークの制御も要るわけで、そういうもの全体で初めて価

値が出てくるわけです。多分そういうものをつくっていくというのがなかなか難しいのは、

何もないところからいきなりそういうものをつくるというのではなくて、既にそういうもの

があるところへ継ぎ足しながら新しい送電線をつくったり、発電所を増設したりしながらネ

ットワークができ上がっていくわけなので、橘川先生からお話がございましたけれども、原

子力をつくろうと言っている分野は大変に新興国で経済発展も著しいので、原子力ができる

までの間にたくさん石炭火力もつくらなければいけないし、送電線もつくらなければいけな

い。そういう環境になっているはずなので、ですからそういうものも含めて日本は良いもの

をいっぱい持っているはずなので、そういうところとで形をつくりながら、その最後に原子

力がついていくといった形が自然だし、日本の強さを出せるのではないかなと、私はご議論

を聞かせていただきまして、感じました。 

 それから、価値についてですけれども、ここも色々な見方があるんだと思いますけれども、

橘川先生が冒頭おっしゃいましたような、炭酸ガスをこれから減らしていくということが大

変大きな目標になっていく中で、これはお金のかかることなので、一つはそれをどのように

各国が負担していくのかという話に加えて、いかにそれをうまく効率的にやっていくかとい

うのが重要な課題だと思うんです。そのときに、原子力というのは、今ある技術では唯一と
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言っていいと思いますけれども、経済合理性を持ちながら、各種経済的な価値を生みながら、

なおかつ炭酸ガスを減らせる、しかも大変大きな量のエネルギーを発生できるという特性が

あるわけなので、これは色々な切り口があると思いますけれども、それを明確に見える化し

て、きちんと説明を差し上げるということが大変重要ではないかなと思っております。 

（近藤委員長）それでは、約束の時間になりましたので、この辺でこの議題は終わりにしたい

と思います。今日は大変貴重なご意見を伺うことができまして、ありがとうございました。

また色々と分からないことがあって、お邪魔してご質問させていただくこともあるかもしれ

ませんが、その節はよろしくお願いします。 

 

 （２）その他 

 

（中村参事官）それでは、事務局からご連絡をしたいと思います。 

 お手元の資料に第１－４号と１－５号を準備してございますけれども、「原子力政策大綱

（平成１７年１０月策定）」の見直しの必要性について、本日は有識者からのご意見を伺い

ましたが、同じように、地域で一般の方からもご意見を伺うことにしてございますのでその

ご案内です。既に福井についてはご案内しておりますけれども、それ以外にお手元の資料に

ありますように、青森と東京で開催を準備してございます。これをアナウンスさせていただ

きたいと思います。 

 それから、最後に次回の第４５回の原子力委員会の定例会議でございますけれども、来週

８月２４日火曜日、時間がいつもよりも早うございまして、９時４５分から、場所は６階の

６４３会議室を予定してございます。よろしくお願いいたします。 

（近藤委員長）ありがとうございました。それでは終わります。 

―了― 

 


